
資料１-２

消費者施策推進の基本方針
基本方針

◆ インターネットを利用した消費者取引の増加 ◆ キャッシュレス決済の普及
◆ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大
◆ 成年年齢引き下げ(令和４年４月１日施行)に対応した消費者教育の推進
◆ SDGs、エシカル消費、プラスチックごみゼロ、食品ロス削減等、第3次計画では具体的に記載のないテーマへの対応

社会情勢の変化・新たな課題

滋賀県消費者基本計画（第３次）の総括について（概要）

◆ 次期計画では施策の目標を設定し、取組状況を把握し、
達成状況を検討する。

計画の進行管理

主な施策の実施状況（平成28年度～令和元年度）

■重点施策１消費者取引の適正化

（１）取引等の適正化

（２）広告・表示等の適正化

■重点施策２商品･サービスの安全性の確保

（１）商品・サービスの安全性の確保
（２）食の安全・安心の確保
（３）消費者事故情報等の収集・提供

■重点施策３生活関連物資およびサービスの安定供給

Ⅰ 安全・安心な消費生活の確保

■重点施策４ 消費生活情報の発信・啓発

■重点施策５ 消費者教育・学習の推進
（１）消費者教育・学習の機会拡大と体系的な消

費者教育の推進
（２）消費者教育の担い手（人材）の育成と支援
（３）消費者市民社会の構築に向けた気運づくり

■重点施策６ 環境に配慮した消費者行動の推進

（１）環境に配慮した消費者行動の推進
（２）環境学習・環境保全活動の支援

Ⅱ「自ら考え行動する」消費者になるための

支援

■重点施策７ 消費生活相談体制の充実強化

（１）県の消費生活相談体制の充実強化
（２）市町の消費生活相談体制の充実強化支援

■重点施策８ 高齢者等への支援

（１）高齢者等への的確な情報提供
（２）高齢者等の見守り体制の充実強化

■重点施策９ 法令違反事業者等への指導強化

Ⅲ 消費者被害の防止と救済

みんなでつくる 滋賀の消費者安全・安心社会

Ⅰ安全・安心な消費生活の確保

Ⅱ「自ら考え行動する」消費者になるための支援

Ⅲ消費者被害の防止と救済
目指す姿

１(１) ・特定商取引法に基づく事業者指導・処分
H28学習教材販売事業者に指示処分
H30化粧品の連鎖販売事業者に業務停止命令（３か月）
その他文書指導：３件、口頭指導：５件

１(２) ・景品表示法に基づく事業者指導：10件
・食品関係事業者向け景品表示法および食品表示法の講座開催：２回113人参加
・食品表示法に基づく調査・指導：35件 【食のブランド推進課・農政課】

２(１) ・消費生活用製品安全法に基づく特定製品の立入検査：153事業者
２(２) ・事業者を対象とした食中毒講習会：394回、11,979人参加（H28～R1）※

・消費者を対象とした食品衛生講習会等：215回、6,711人参加（H28～R1）※
・食品営業施設の監視指導：46,587施設（H28～R1）※ 【※生活衛生課】

２(３) ・リコール情報・重大事故情報の収集・提供：消費者庁へ重大事故通知10件

４ ・ 消費生活フェスタ開催（市町と連携して）：年１回
・くらしのかわら版発行：年４回 ・しらしがメール：延べ203回
・＜若者向け＞県内コンビニ約560店舗に設置するため、県警と連携して特殊詐欺
被害防止および相談窓口啓発のポップ作成
・＜特別支援学校向け＞出前講座等で使用する消費者被害防止のための冊子を
作成(5,000部)
・H30年６月の米原市竜巻被害発生時に被災地で悪質商法に係る啓発活動を実施
・新型コロナウイルス感染拡大時、マスクの送りつけ商法や給付金を装った詐欺な
どの消費者被害防止のため啓発を実施

５ ・県教委と連携し、小・中学校で使用する副教材「ゆめ・ふれ愛成長確認シート」を作
成・配布（89,500部）、学校の消費者教育を支援
・教員・弁護士と連携し、成年年齢引き下げに係る高校教員向けパンフレット（5,000
部）を作成・配布
・滋賀グリーン活動ネットワークと協働でエシカル消費の普及・啓発を目的としたキャ
ンペーンやリーダー育成講座を実施

６ ・事業者・関係団体・行政が連携し、レジ袋削減・食品ロス削減の啓発を実施
【循環社会推進課】
レジ袋削減協定参加：40事業者(R1年度)
環境にやさしい買い物キャンペーン参加：224店舗 (R1年度)

◆全相談のうち３分の１以上が高齢者からの相談であり、無料の点検を装って不要な工事を
勧誘するケース等がある。このため、高齢者をはじめとする情報が届きにくい方々に向けて、
関係機関と連携した情報発信・啓発が課題
◆健康食品や化粧品の「定期購入」、ファンド型投資商品や副業などのサービスに関する「モ
ノなしマルチ商法」に関する相談が増加している。特に定期購入は、ＳＮＳや動画投稿サイトの
インターネット広告から誘引されて、トラブルに遭うケースが多い。このため、トラブルの未然防
止のための情報発信・啓発が必要
◆新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、マスク等の送り付け、生活関連物資等の一時的な
品薄、通信販売、旅行等の解約、特別定額給付金に関する不審なメールに関するものなど、
消費生活相談が増加した。災害時や感染症拡大時に、生活様式の変化や新たなトラブルに
対応した啓発を行うことや、緊急時における消費者の冷静な消費行動を呼びかけることが必
要
◆消費生活相談は20歳になると増加しており、主な相談は、マルチ商法、エステ、情報商材で
ある。悪質事業者が未成年者取消権が使えなくなる20歳になったばかりの若年者をターゲット
にしているためと考えられる。高校等の出前講座で啓発しているが、今後も若年者への重点
的な啓発が必要
◆成年年齢引き下げ(令和４年４月１日)を見据え、出前講座などによる若年者への消費者教
育を行うことと併せて、学校現場等と連携し、学校全体で消費者教育に取り組むための支援
が必要
◆エシカル消費の推進について、持続可能な社会の構築のためにより一層取組が必要
◆引き続き、消費者教育や環境学習を通じて、環境に配慮した消費者行動の推進に努めるこ
とが必要
◆プラスチックごみゼロや食品ロス削減など新たな課題への取組が必要

７ ・県内相談窓口：滋賀県消費生活センター、全市町（H23～)
・消費生活相談員：県10名、市町29名
・消費者行政活性化基金・消費者行政強化交付金等の活用による市町支援

８ ・交通安全協会女性団体連合会と連携し、高齢者宅を戸別訪問し啓発(年間約4,500
世帯）
・コープしが、しが健康医療生協と連携、啓発カレンダーの配布（年間約5,000世帯）
・消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置促進

９ ・専門検査員（県警OB)を配置し、被害情報の収集、事業者からの相談対応、悪質
事業者の行政処分・指導を実施

◆住民に身近な相談窓口における消費生活相談体制の維持が必要。特に、国の交付金を活
用し、相談員の配置を行っている市町については、交付金活用期間終了後の相談体制の維
持が課題
◆相談員の高齢化や資格保有者が少ないことによる慢性的な担い手不足が課題
◆質の高い相談・救済を受けることができるよう、相談員のさらなるスキルアップが必要
◆高齢者等の消費者被害防止のため、消費者安全確保地域協議会が３市で設置されたが、
他の市町でも協議会設置が必要
◆高齢者等の見守りには、事業者にも一員になっていただくなど地域全体での体制づくりが
必要
◆苦情相談の多い悪質事業者に対して、厳正な指導や処分を実施するため、国、他府県、警
察とのさらなる連携強化が必要

基本方針と重点施策

※【担当課名】の記載のないものは、県民活動生活課・滋賀県消費生活センターで実施

平成28年度から令和２年度までの
５年間

計画の期間

◆特定商取引法および景品表示法に係る本県の指導対象となった事業者は、主に法令の
ルールを知らない中小企業や個人事業者である。特定商取引法については、事業者からの相
談対応を行い、景品表示法については県内事業者向け講座を開催しているが、より多くの中
小企業や個人事業者に対する適正なルールの周知が課題
◆県内の平成28年度～令和元年度の食中毒発生件数は40件であり、原因物質はカンピロバ
クターが多い。カンピロバクター食中毒は鶏肉の生食が原因とされる事件が多いため、鶏肉の
生食リスクを事業者と消費者に周知を行っているが、食中毒発生件数が減少しないため、引
き続き啓発が必要 【生活衛生課】

現状と課題 ※下線は第６１回審議会から修正した箇所


